
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第91資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累
計額の明細

（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

建 物 613¶614¶641 31¶319¶429 0 644¶934¶070 292¶548¶363 45¶027¶751 0 0 0 352¶385¶707

構 築 物 92¶111¶171 0 0 92¶111¶171 46¶851¶976 10¶491¶824 0 0 0 45¶259¶195

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

車 両 運 搬 具 17¶937¶992 0 0 17¶937¶992 15¶149¶481 1¶327¶669 0 0 0 2¶788¶511

工具器具備品 2¶365¶873¶505 109¶316¶335 57¶570¶727 2¶417¶619¶113 2¶030¶827¶115 172¶376¶201 0 0 0 386¶791¶998

建 設 仮 勘 定 945¶000 0 945¶000 0 0 0 0 0 0 0

計 3¶090¶482¶309 140¶635¶764 58¶515¶727 3¶172¶602¶346 2¶385¶376¶935 229¶223¶445 0 0 0 787¶225¶411

建 物 8¶214¶896¶507 405¶592¶372 201¶530¶415 8¶418¶958¶464 3¶975¶930¶067 525¶164¶255 0 0 0 4¶443¶028¶397

構 築 物 1¶608¶227¶046 1¶209¶128 4¶596¶506 1¶604¶839¶668 807¶656¶070 128¶752¶281 0 0 0 797¶183¶598

金融商品の時価等に関する事項
平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 342 342 `

]未収金 259 259 `

^ 当該資産除去債務の総額の期中における増減内容
（単位：円）

期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

25¶086¶459 172¶595 0 25¶259¶054

利益の処分に関する書類
（単位：円）

Ò 当期未処分利益 24¶415¶332
EEEEEE

当期総利益 24¶415¶332

Ó 利益処分額 24¶415¶332
EEEEEE

積立金 24¶415¶332

^研究業務未払金 (222) (222) `

_未払金 (148) (148) `

（注１）負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注２）金融商品の時価の算定方法

\ 現金及び預金、] 未収金、^ 研究業務未払金、_ 未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
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資産除去債務に係る注記事項
\ 当該資産除去債務の概要
土地（田）の賃貸契約に基づく原状回復義務であります。

] 当該資産除去債務の金額の算定
土地の賃貸借については、研究の進捗状況によって契約期間の延長も想定されることから当該
資産（平成21年12月取得）の耐用年数の６年間とし、割引率については、0•688％（平成22年４
月１日を基準とする６年もの利付き国債利回り）を使用して資産除去債務の金額を算定しており
ます。

行政サービス実施コストに準ずる費用関係
独立行政法人会計基準第24の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次の
とおりです。
筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 192¶028¶078円
金融商品の状況に関する事項
\ 金融商品に対する取組方針
資金運用は短期的な預金に限定し、資金調達は運営費交付金で実施事業の財源として手当てし
ているため、資金調達は行っていません。

] 金融商品の内容及びそのリスク
取引先への役務の提供に係る対価の未収額である未収金は、入金までの期間は短期であります。
取引先からの役務の提供に係る対価の未払額である未払金は、支払までの期間は短期でありま
す。

^ 金融商品に係るリスク管理体制
{ 信用リスクの管理
未収金について財務管理室が取引先の入金状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期
日及び残高を管理することにより、リスクの低減を図っております。

| 流動性リスクの管理
未払金について、財務管理室が適時収支計画を作成・更新し、預金残高を管理することによ
り、流動性リスクの低減を図っております。
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